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＜別添①＞

【第 21 回全国浄化槽技術研究集会参加報告書】

福島町議会議長 溝 部 幸 基

1、開催月日 平成 19 年 10 月 11 日

2、開催会場 「ホテル青森」青森市堤町 1－1－23

3、主 催 財団法人 日本環境整備教育センター

4、後 援 環境省・農林水産省・青森県・青森市・「浄化槽の日」実行委員会

全国合併浄化槽普及促進市町村協議会

5、開催主旨 近年、浄化槽は国民が快適な生活を送るために欠くことのできない生活基盤施設

の一つとして大きな社会的役割を担っています。

本研究集会は、浄化槽に関する技術の向上と適正な普及促進を図ることを目的に、

昭和 62 年より「浄化槽の日（10 月 1 日）」の関連行事として、毎年開催されてい

ます。

全国から浄化槽技術研究会会員、大学・研究機関の浄化槽研究者、浄化槽行政担

当者、県・市町村議会議員、浄化槽関連業界、住民が集い、一堂に会して浄化槽に

関する研究発表・事例発表およびシンポジウムなどを通して最新の情報を提供し、

意見交換することは、水環境の保全に寄与し、快適な生活環境を創造する一助とし

て期待されています。

なお、法定検査の向上を図るため、平成 2 年より浄化槽検査員等を対象に新しい

処理技術の導入に応じた検査技術などの研鑽を行う専門的な会を実施ており、平成

14 年からは研究発表会についても実施し、発表された課題のうちから、「浄化槽研

究奨励・楠本賞」要領に基づき、優秀と認められる課題を選定し研究奨励金を贈呈

することとしています。

6、研修内容

① 研究発表会(B 会場 9：30～10：30)

座長：大阪府立公衆衛生研究所 山 本 康 次

A、「小型浄化槽の維持管理に対応した水質計測機の開発と遠隔計測への適応性」

財団法人 日本環境整備教育センター 仁 木 圭 三

・小型浄化槽の保守点検では、処理機能評価の精度向上、保守点検作業の合理化改善

が望まれている。浄化槽の処理機能を遠隔地から容易に評価し、より効率的・効果的

に保守点検を実施し、設置者が処理機能を容易に理解できるシステムを構築する事を

目的に、水質遠隔計測器の開発とデーター照会システムに関する検討を行った。

・実験方法――①標準物質(フォルマジン等)、②活性汚泥を試料とした実験を行い、

それぞれを検水とし測定精度を調査した。浄化槽処理水を試料とした場合の精度を測

定(BOD 等)し、性能評価型小型浄化槽について 1 時間ごとに連続計測し、処理機能の

調査・評価を行った。遠隔計測システムについても同様の実験を行った。
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・遠隔計測システムによる機能状況の課題

Ⅰ、データー量が多いと、数百施設の状況把握は実務上不可能である。

Ⅱ、データー紹介は処理機能に異常が認められない施設の場合は月報でよい。

Ⅲ、処理機能の異常をシステムが自動で判断し、通報するシステムも必要である。

Ⅳ、処理機能の異常の有無だけが示され、必要な詳細が確認できる方が良い。

Ⅴ、維持管理と処理機能の状況がリンクして見ることができる手法は良い。

Ⅵ、コストの低いデーター通信手法を採用する必要がある。

・まとめ――透過光式計測器を用いて小型浄化槽の水質を遠隔計測することにより、

以下の効果が得られる事が明らかになった。

Ⅰ、時系列的な処理機能の特徴を把握する事が可能となる。

Ⅱ、処理機能の変化を把握し、その原因究明の精度が向上する。

Ⅲ、保守点検の効果が確認できる。

Ⅳ、保守点検の時期・手法を計画的・効率的に実施できる。

Ⅴ、設置整備事業の効果が容易に確認できる可能性を有する。

B、「圧力検出による小型浄化槽異常警報装置」

株式会社 シンワ 高 田 勝 実

・全国で年間約 20 万基の合併浄化槽が新設されている。設置浄化槽の約 90％が処理

対象人員 5 人～10 人の小型合併浄化槽である。岐阜県の場合、設置基数は約 20 万基

で調査によると対象 16.5 万基の内、年間約 2,000 基の浄化槽で｢ブロワ停止｣、「漏水」、

「放流異常」等が発生している。法定検査は年に 1 回であり、ブロワ停止による未処

理水の河川放流、漏水による汚水の地下浸透等が環境に及ぼす影響は大きい。機能停

止の早期発見ができる浄化槽警報装置の開発は急務である。

・小型浄化槽で想定される異常内容と異常検出方法

異常内容 原 因 異常検出方法

ば
っ
気
異
常

ブロワ異常

ダイアフラム劣化破損 圧力、風速、風量、電流値

モーター焼損 圧力、風速、風量、電流値

ベアリング磨耗 圧力、風速、風量、電流値

吸気異常による風量低下 圧力、風速、風量、電流値

散気装置閉塞 ディフューザ等目詰まり 圧力、風速、風量、電流値

エア配管破損 地盤沈下、過重負荷 圧力、電流値

水
位
異
常

漏水
FRP 亀裂 圧力、水位

コンクリート管の亀裂、目地切れ等 圧力、水位

水位上昇
放流ポンプ異常による水位上昇 圧力、水位

放流先、配管異常による水位上昇 圧力、水位

そ
の
他
の
異
常

放流ポンプ異常

漏電 漏電遮断機

モーター異常、詰まりによる過負荷 モーターブレーカー、電流値

閉塞による負荷減少 流量、電流値

電源異常 漏電、過負荷、短絡による開閉器故障 モーター保護兼用漏電遮断機
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・まとめ――（電圧変動の影響）により上限・下限設定値に影響はあるが試験の結果、

設定値として問題となるほどの影響は出ていない。（自動逆洗型浄化槽の逆洗時の影

響）は内部判定状態と確定を区分することによって解決された。逆洗時の急激な圧力

変動については、認定値を検出する際にカットすることとし、基準圧力、上下限設定

値に影響を及ぼさないプログラムの設定で解決した。（定量放流型浄化槽の場合）、自

動設定による基準圧力・上下限圧力設定値から水位変動状況を推測することができ。

維持管理に役立つという効果も確認された。

浄化槽に対する信頼性の観点から、警報装置を普及する事が重要であり設置義務化

が必要である。浄化槽市町村整備推進事業の要件、小型合併浄化槽補助金制度の補助

対象要件に加えることが望まれる。

C、「管状膜を導入した小型浄化槽の処理性能とその特徴」

ニッコー株式会社 沖 津 英 夫

・水質保全の観点から、膜分離型浄化槽等、高度処理型浄化槽の普及が求められてい

るが、装置の価格が高い等であまり普及されていない。平膜モジュールと異なる管状

モジュールを用い、重力ろ過と間欠ばっ気方式を組み合わせた小型浄化槽（MBM 型）

の開発を行った。

・管状膜エレメントは、膜を 11ｍｍの管状に丸めたものである。約 625 本の管状膜エ

レメントからなる膜モジュール(外寸・直径 318ｍｍ×高さ 580ｍｍ・有効膜面積 10.9

㎡)は、散気管と案内筒に据え付けられている。透過水は各管状膜の内側から外側へ向

かってろ過された後、エアリフトポンプにより消毒槽へ移送される。

・フローシート

①流 入 ②固液分離層 ③移送用ポンプ ④膜分離装置

⑤透過水エアリフトポンプ ⑥消 毒 液 ⑦放 流

・試験用原水は、既設合併浄化槽の原水ポンプ層から採取し、試験層へ流入して性能

評価方法に準じて行った。（347 日間実施）

・原水と処理水の水質結果

項 目
原 水 処 理 水

平均値 最大値 最小値 平均値 最大値 最小値

水温 （℃） 21.4 31.0 12.6 19.1 30.7 11.6

ＢＯＤ（MG／L） 191 240 170 1.7 3.8 1 未満

ＣＯＤ（MG／L） 107 140 90 6.4 8.8 4.4

ＳＳ （MG／L） 154 210 88 1 未満 1 未満 1 未満

Ｔ－Ｎ（MG／L） 43 50 34 6.9 9.5 2.5

Ｔ－Ｐ（MG／L） 4.7 5.4 3.8 2.3 3.0 1.1

大腸菌群数（CFU／ml） ― ND

・まとめ――管状膜モジュールを小型浄化槽に導入した効果として以下のことが明ら

かとなった。

Ⅰ、膜モジュールの構造がシンプルなため製造コストや交換時に発生する費用を
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抑制することができる。

Ⅱ、重力ろ過により、吸引ろ過で必要な吸引ポンプ、定量弁、制御スイッチが不

要となり、処理槽の価格抑制となる。

Ⅲ、膜分離装置がコンパクト・軽量で保守点検が容易である。

Ⅳ、ばっ気を間欠にする事により、窒素成分が除去できるだけでなく電気料も節

減される。

Ⅴ、次の維持管理に関する課題について検討が必要である。

◎ 維持管理技術の徹底した周知

◎ 膜の薬品洗浄時間の短縮化

・膜分離型浄化槽は非常に良好な水質が得られ、ほぼ 100％安定して達成できる

という、他の型式にない優位性がある。「東京都合併浄化槽方流水の地下浸透に

関する指導要綱」では、地下浸透可能な処理方式」として位置づけられており、

放流先がない地域に浄化槽を設置したい場合に活用する事が可能である。

D、「人口減少が進む地域における集合処理と個別処理の選択手法

（人口減少が進む中山間地の汚水処理施設整備における浄化槽の意義）」

鳥取大学工学部 社会開発システム工学科 細 井 由 彦

・全国の汚水処理整備率は 80％を超えているが、未整備地区については、人口密度

の低い中山間地域であり、人口の減少が著しいところが多く、汚水処理整備を進める

場合には、人口の減少と経済性に充分留意する必要がある。従来、経済性比較のみが

配慮され費用の負担内訳について考慮されていなかった。政策的な検討を行う上で費

用負担者へも配慮し、人口減少も考慮した計画策定手法を提案する。

・集合処理と個別処理の費用比較をする場合、建設費については、それぞれの耐用年

数で割り 1 年あたりの費用に直し、それぞれの年間維持管理費と合わせて年あたりの

費用を求めている。この考え方は、人口などの施設利用状況が永久に変化しない事を

暗黙の前提としている。

・初期費用を耐用年数で割ることは、その間の利用者数変化を考慮していない事にな

る。ある所定の期間を設定し、その間の人口減少を加味した総費用で検討する事が適

切である。

・人口減少、家屋の減少、管渠延長、耐用年数設定(土木建築物 50 年、機械電気設備

25 年、合併浄化槽 26 年)等を考慮し｢効率的な汚水処理施設設備のための都道府県構

想策定マニュアル(案)」を参考に、11 の地域について、①人口を一定とした場合、②

人口減少を考慮した場合、合わせてそれぞれについて③残存価値を考慮した場合と④

考慮しない場合の試算をしている。

・人口が一定で残存価値を考慮した場合(マニュアルの手法)、全ての地域が、集合処

理が経済的であると判定されている。人口減少を考慮した場合、残存価値を考慮して

も 3 地区において個別処理の方が経済的となり、残存価値を無視すると、5 地区が増

え 8 地区において個別処理の方が経済的と判定される。

・総額とともに、国庫補助、地方交付金等の財政問題と受益者の立場も含めた検討を、
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総額での比較で差が最も大きかった G 地区と最も小さかった K 地区について 50 年

間の費用負担の内訳を示した。

・個別処理が有利とされた G 地区の場合、総額で 1.19 倍であるが、建設費が 2.39

倍となる。受益者負担分や維持管理費を全て受益者から徴収できれば、負担は半減す

る。G 地区については、総額では個別処理が有利であるが、地方負担では集合処理が

有利となる。建設費の総額は個別処理が少ない。

（単位：万円） 建設費総額
維持

管理費
総 額国の負担 地方の負担 建設費

総 額国庫補助 地方債 計 地方債 受益者 計

G

地
区

集合処理 37527 14310 51837 17490 3533 21023 72661 27256 100116

個別処理 10153 8630 18783 8630 3046 11676 30458 53560 84018

K

地
区

集合処理 30917 11440 42357 13983 2825 16807 59164 30111 89275

個別処理 13586 11548 25135 11548 4076 15624 40759 71598 112357

・人口の減少が戸数の減少に等しいとして計算をしたが、世帯人数の変化も推定でき

ればより現実的となる。人口低密地域は、人口減少が顕著であり、地域格差拡大が進

む中で住民の経済力も弱体化している。それらを考慮しない検討は現実的といえない。

経済性の評価においても、総額だけでなく負担者も考慮に入れて、政策の目的を明確

にしつつ検討を進める事が重要である。

②「トップセミナー青森」（10：50～12：15）

Ⅰ、開催目的 今日、下水道事業や集落排水事業は、市町村の行財政に大きな

負担となっている。そこで、市町村の政策決定に携わる市町村長、議会議員

などを対象として、経済的・効率的な生活廃水処理施設である浄化槽の特徴

や地域の実情にあった生活処理施設の整備手法を選択するための提案・説明

を行い、市町村における生活廃水処理対策の政策転換を推し進めることを目

的とする。

また、浄化槽は循環型社会形成において、環境保全上健全な水環境の構築

に大いに寄与することのできる個別分散型施設であることを強くアピール

するものである。

Ⅱ、主催者挨拶 社団法人 青森県浄化槽検査センター 谷 川 眞 則

Ⅲ、来 賓 挨 拶 青森県環境生活部長 高 坂 孚

青森県合併浄化槽普及促進市町村協議会会長 小 林 眞

Ⅳ、講 演 「財政の改善と投資効果を考慮して生活廃水処理施設のあり方」

(財)日本環境整備教育センター調査研究部長 国 安 克 彦

Ⅴ、閉 会 挨 拶

③全国浄化槽技術研究集会（13：00～14：45）

Ⅰ、主催者挨拶 (財)日本環境整備教育センター理事長 入 山 文 郎

Ⅱ、来 賓 挨 拶 環 境 大 臣 鴨 下 一 郎
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農 林 水 産 大 臣 若 林 正 俊

青 森 県 知 事 三 村 伸 吾

青 森 市 長 佐々木 誠 造

社団法人青森県浄化増検査センター理事長 谷 川 眞 則

Ⅲ、浄化槽研究奨励・楠本賞贈呈

Ⅳ、特別講演「今やるべきこと、できること、持続可能な社会の形成に向けて」

NPO 法人 環境生態工学研究所 須 藤 隆 一

・地球温暖化は進行の一途を辿ることが予測されているが、私達の生き方、仕事の取

り組み方、生活の仕方によっては加速化を弱めたり、低減させることも可能である。

世界中の人々が持続可能な社会を求めて行動し、作り上げていく事である。

浄化槽には、多種類の微生物が無数にいて、生活廃水中の汚濁成分を栄養にして吸収

し、成長・増殖し結果として排水が浄化される。浄化槽は地球の環境モデルである。

・持続可能な社会の実現に向けた基本的な視点

Ⅰ、現在は勿論の事、将来においても環境負荷が環境容量を超えないようにする。

Ⅱ、新たに採取する天然資源と自然界へ排出する負荷を最小限とし、資源の循環

的な利用を確保する。

Ⅲ、健全な生態系が維持・回復され自然と人との共生が保証される。

・今なにができるか、なにをやるべきか

Ⅰ、≪学びそして伝えること≫科学的な情報を学び、地球温暖化は人類の生存基

盤が破壊され、人類が滅亡しかねない史上最大の課題であり、世界環境革命を

迎えている事を知り多くの人たちにこれを伝え、実践行動の大切さを学ぶ。

Ⅱ、≪考えること≫エコ社会の中で理想の生活はどのようにすべきかを考える。

Ⅲ、≪今すぐできること≫祖先から伝え続けられている日々の『もったいない』

を復活する事が基本である。

≪エコ社会の形成を目指した活動：今すぐにできること≫

〇車の運転を少なくし、自転車、公共交通機関を使う

〇アイドリングストップを行う(エコドライブ) 〇1 日 1 時間テレビを見るのを少なくする

〇冷房の温度を 1℃高く、暖房の温度を 1℃低く設定する 〇待機電力を減らす

〇シャワーを 1 日 1 分減らす、風呂の入り方を工夫する 〇ジャーの保温を止める

〇買い物袋を使い、簡易包装の品物を選ぶ 〇エコクッキングを行う

〇風呂の残り湯を洗濯に使う 〇季節に合った服装をする（クールビズ、ウォ―ムビズ）

〇家庭からゴミを少なくし，再使用、資源化を行う 〇環境家計簿をつける

Ⅳ、≪何をやるべきか≫家庭として早めにできる事は、計画的に実施する。40

～50 年前の昔へ戻る印象を与えるし、社会・経済の構造変化に伴う痛みを伴う

かもしれないが、自然の生産力を高度に活かす技術とライフスタイルの変化によ

って地産地消で支えられる食生活と再生可能なエネルギー利用が可能になる社

会が実現できる。これは豊かな暮らしであり、夢があり、途上国へ普及可能でも

ある。
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≪持続可能な社会形成を目指した活動：これから何をやるべきか≫

【整 備】〇家電製品を省エネ型に買い替える 〇庭・ベランダ・壁・屋上を緑化する

〇太陽熱給湯、太陽光発電を利用する 〇木質燃料ボイラーを利用する

〇小型水力・風力発電を利用し、コージェネレーションシステムを普及させる

〇ハイブリッド自動車、小型自動車に替える 〇照明を白熱球から蛍光型に替える

〇断熱壁、二重窓により冷暖房の効率を高め、世代を越えて住める家にする

・むすびに――持続可能な社会を形成するなかでも汚水の衛生処理は不可欠である。

全国の汚水処理率の平均は 74.5％であるが、全市町村の約 8 割を占める人口 5 万人規

模では 51.7％と平均を大きく下回っている。水環境の改善が遅れているのは、生活雑

排水の未処理放流が大きな負荷割合となっているのが原因である。5 万人未満の市町

村が多い地域では、下水道と処理機能に遜色のない技術レベルに達している浄化槽の

普及を市町村の事業として進めるべきである。浄化槽は低炭素化・循環型社会を踏ま

えた生活排水対策であり、普及にかかる費用が安くて済むこと、人口減少、高齢化の

進展に対応しやすい施設であること、地震、洪水等の災害があっても分散独立してい

て被害が周辺に影響しにくいことなど多くの利点がある。市町村は浄化槽の整備区域

を見直し積極的に設定し浄化槽の普及を急ぐべきである。再生可能なエネルギーの浄

化槽への活用、浄化槽汚泥の再生利用も持続可能な社会を構築する上での大きな課題

である。

Ⅴ、次回開催地挨拶 社団法人 香川県浄化槽センター会長 山 条 忠 文

Ⅵ、閉 会 挨 拶 （財）日本環境整備教育センター常任理事 奥 村 知 一

7、研修考察

平成 13 年 3 月京都市で開催された「第 3 回世界水フォーラム」で、世界へ呼びかけられた「浄

化槽(JOHKASOU)」という言葉が、国際語になりつつあると言う実感を今回の研修でしました。

日本で開発された「浄化槽(JOHKASOU)」は、その技術力と商品価値が高く評価され、海外での

本格的な普及・整備が期待される時が来たといわれております。

今回の研修は、青森県での開催でしたが、北海道浄化槽協会の配慮で案内をいただき、参加する

ことができました。平成 16 年 8 月に上磯町(現北斗市)で開催された「浄化槽タウンミーティング

北海道」にも参加しましたが、セレモニー的な感じが強くありました。今回の研修では「水質遠隔

計測器の開発」、「小型浄化槽異常警報装置」、「膜分離型浄化槽(高度処理型)」、「集合処理と個別処

理の選択手法」等、大変内容が充実したものでした。実態に合った問題提起をしっかりした上で、

課題を設定し、それを解決するために関係者が、努力される方向性がはっきりと解り、「浄化槽は

地球の環境モデル」という言葉が納得でき、「合併処理浄化槽」推進に意を強くすることができま

した。

平成 12 年 4 月、「下水道調査特別委員会」として、栗沢町（公共下水道・合併浄化槽）、新篠津

村（農業集落下水道・合併浄化槽）の視察に合わせて、北海道浄化槽協会を訪ね「合併処理浄化槽」

の仕組み・補助制度について説明を受けました。当時の北海道の状況は、汚水処理施設整備率が

82.0％、その内、合併処理浄化槽が 1.5％と圧倒的に「公共下水道」が中心でした。
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北海道では「公共下水道」に着手してない町村が、数えるほどしかなく、自治体が主体となって管

理運営する「特定地域生活排水処理事業」について浄化槽協会が説明できない、下水道事業団の説

明を受けた際に、以前視察した「羅臼町の合併処理浄化槽」を例にして、初めて「合併処理浄化槽」

について質問をしても好意的な対応をしてもらえず、財政の後年度負担への懸念が払拭できない状

況でした。

「特定地域生活排水処理事業」を実施している二ツ井町(秋田県)、硫化水素（チオバチルス菌）に

よるコンクリート劣化について研究している間組研究所(つくば市)を視察した内容も参考にしな

がら、特別委員会の結論は、「財政的にも厳しさを増す昨今の情勢の中、さらに住民へ事業の主旨

説明を徹底し、課題等を整理し改めて生活環境整備を目的とした事業の実施検討を進める姿勢を持

つ事が必要である」として、実質「公共下水道」を断念させる事となりました。

「公共下水道」の後年度負担は、「公立病院の赤字」とともに、財政破綻法で課題となる｢連結決

算による公債費比率｣での問題点の中心になっており、数年先の財政にも苦心する我が町の状況を

考えると「公共下水道」を否定した議会の判断は正しかったと確信しております。

しかし、その後、汚水処理問題に手を着けない町の対応は、如何なものでしょうか。「漁港海岸

環境整備事業」で実施している「海水浴場」の供用開始までの大きな課題でしたし、今後の検討課

題である渡島西部広域事務組合の「し尿処理施設」新設の規模検討にも影響があります。

財政が厳しく、過疎・少子高齢化が進行する状況では、当然「公共下水道」に戻る事は考えられ

ず、町が管理運営する「特定地域生活排水処理事業」での整備を早急にすべきであると考えます。

＊「特定地域生活排水処理事業(市町村設置型)」の財政措置概要＜設置費 89 万円(5 人槽)＞

設置者
下水道事業債

国補助 計
町 交付税

9 万円 25 万円 25 万円 30 万円 89 万円

1/10 8.5/30 8.5/30 1/3 10/10

8、参加日程

10 月 11 日 6：50 福島出発

7：39 木古内発（S 白鳥 10 号）

8：51 青森着

9：30 全国浄化槽技術研究集会参加（～14：45）

17：22 青森発（S 白鳥 19 号）

18：35 木古内着

19：15 福島着

9、参加議員

① 滝 川 明 子 ②金 沢 秀 一

③平 野 隆 雄 ④溝 部 幸 基
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10、参加経費(政務調査費)

科 目 金 額（円） 摘 要

研修費(資料) 4,085

(株)JTB 首都圏新橋支店

・資料代 2,000

・弁当代 1,260

・通信連絡費 300

・振込送料 525

＊領収書研修費①(別添)

研修費(旅費) 6,600

(株)JTB トラベランド函館上磯ダイエー店

・往路 JR S 白鳥 10 号(木古内発 7：39)

・復路 JR S 白鳥 19 号(青森発 17：22)

＊領収書研修費②(別添)

計 10,685

11、添付資料

①財団法人「日本環境整備教育センター」事業案内パンフレット

②「トップセミナー青森」次第・出席者名簿

③東奥日報記事抜粋（H19 年 9 月 29 日：「財政破綻現実味」）

④「新時代にますます活躍する浄化槽」

（株）環境文明研究所 加藤三郎所長

⑤「全国浄化槽大会技術研究集会要旨集」（特別講演・研究発表）

⑥「トップセミナー青森」次第（講演）

⑦写真（会場等）

＊②、③、④については、コピーを添付、⑤、⑥については、本人(溝部)所持


